「貯蓄から投資へ」の評価と今後の方向性について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　古賀　裕士
章構成

　
3章の流れ

　3章ではそれぞれの政策について

前史→政策の内容→現状→海外比較→評価
　の流れで論じていく。

4章への流れ
　
主張①　投資インフラの維持（税制に絞った議論）

主張②　入り口の整備
1章　「貯蓄から投資へ」とは　　　　　　　　　　　　2章　「貯蓄から投資へ」の進度


　　　1－1「貯蓄から投資へ」の定義　　　　　　　　　　2－1　「貯蓄から投資へ」の目的と必要性


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2－2　「貯蓄から投資へ」の背景


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2－3　「貯蓄から投資へ」の全体的な影響と評価





3章　政策効果の検証　　　　　　　　　　　　　　　　4章　「貯蓄から投資へ」の今後の方向性


　　　3－1　優遇税制　　　　　　　　　　　　　　　　　4－1　投資インフラの維持


3－2　ETF　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4－2　入り口の整備


　　　3－3　REIT　　　　　　　　　


　　　3－4　ラップ口座











海外比較では優遇税制はドイツ、ETFは米国、REITはオーストラリア、ラップ口座は米国をとりあげて海外比較を行う。





3章で検索を行った結果、商品構成、法インフラ、税の問題は海外諸国と比較しても整備されているといえる。そのため、現在議論されているISAより現在の優遇税制の延長を主張する。しかし一方で、歴史の浅さなどの影響も大きいが、現在の日本では普及が進んでいないという現状もある。これは従来から言われているとおり、日本の投資に対する意識の低さが影響していると考えられる。こちらに対しては投資教育以外の観点からこの問題に対する解決策を考えると、日本の特徴である「銀行の強さ」を利用するべきだと主張する





軽減税率とISAの比較についての議論（軽減税率＞ISA）





根拠①　投資未経験層の投資をしない理由に税の影響は少ない。





根拠②　高額投資家に対する負担が増加し、投資の減少が見込まれる。





入り口の整備





インフラの維持





投資未経験者





投資経験者





貯蓄から投資へ





銀証共同店舗の導入促進による銀証共同の営業の増加により、国民に投資商品に触れる機会を増やし、投資に対する壁を取り除くことを目的とする。


さらに、商品の説明をプロに任せることにより顧客満足度も向上させ、投資に対する不安感なども取り除く。








